
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆東京都が条例制定を検討 

東京都では、都民の健康増進の観点から、また、オ

リンピック・パラリンピックの開催都市として受動喫

煙防止対策をより一層推進していくため、「東京都受

動喫煙防止条例（仮称）」の制定を検討しています。 

その内容は以下の通りであり、罰金刑を科すことも

検討しているようです。 

(1) 成年者や患者が利用する医療施設・学校などは敷

地内禁煙 

(2) 不特定多数が利用する官公庁や大学は屋内禁煙 

(3) ホテル・旅館・職場など事業所や飲食店、娯楽施

設は原則屋内禁煙（喫煙専用室設置可） 

このような受動喫煙防止の流れは、今後も進んでい

くと思われ、企業としても注視していかなければなら

ないでしょう。 

ちなみに、平成 27 年 6 月より、事業者には労働者

の受動喫煙を防止するため、事業者および事業場の実

情に応じ適切な措置をとるよう努力義務が課されて

います（労働安全衛生法 68 条の 2）。 

 

◆「受動喫煙防止対策助成金」とは？ 

厚生労働省では、事業者が受動喫煙防止対策を行う

際の費用の一部を支援するため、「受動喫煙防止対策

助成金」を設けています。 

中小企業事業主であって、事業場内において、喫煙

防止措置を講じた区域以外を喫煙とする事業主を対

象に、「喫煙室の設置・改修」「屋外喫煙所（閉鎖系）

の設置・改修」「換気措置の設置（宿泊業・飲食業を

営んでいる事業場のみ）」のいずれかの措置を講じた

場合、その措置にかかる工費、設備費、備品費、機械

装置費などの 2分の 1が助成されます（上限 200万円）。 

申請手続などは、所轄の都道府県労働局へ行います。 

 

 

 

◆厚生労働省が実施する支援事業 

厚生労働省では、職場の受動喫煙防止対策に取り組

む事業者に対する支援を行っています。 

例えば、上記助成金の申請書類の書き方や風速の要

件の満たし方など助成金申請の際に参考となる助言

や、実績報告の際に必要なる測定機器の提供を行って

います。 

利用はすべて無料で行っているそうですので、利用

してみてはいかがでしょうか。 

(1) 受動喫煙防止対策の技術的な相談 

事業場における喫煙室の設置、浮遊粉じんまたは換

気量の要件への対応など技術的な内容について、専門

家による電話相談など（必要に応じて実地指導も実施） 

(2) 禁煙室などの要件の確認や事業場の実態把握 

職場環境の実態把握などを行う際の支援として、測

定機器の無料貸出しなど 

 

 

 
 
◆約 83％の事業場で法令違反 

厚生労働省から、トラック、バス、タクシーなどの

自動車運転者（ドライバー）を使用する業場に対して

行われた監督指導や送検の状況（平成 28 年）が公表

「職場の受動喫煙防止対策」に関する

国の助成金＆支援策 

法令違反の多い「自動車運転者を 

使用する事業場」の実態 
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されました。 

監督指導が行われた事業場は 4,381 事業場で、前年

の 3,836 事業場より多くなっています。 

このうち、時間外労働、賃金台帳の記載内容、健康

診断などに関して労働基準関係法令違反が認められ

たのは 3,632 事業場（82.9％）、拘束時間や休息期間

などに関する改善基準告示違反が認められたのは

2,699 事業場（61.6％）となっています。 

 

◆監督指導等の状況 

監督が実施された事業場数の内訳は、トラック：

3,105、バス：487、ハイヤー・タクシー：405、その

他：384 でした。 

労働基準関係法令違反については、特にハイヤー・

タクシーで 86.7%の違反率となっており、主な違反事

項としては、どの業種でも「労働時間」「割増賃金」

が多くを占めています。 

また、改善基準告示違反については、「最大拘束時

間」「総拘束時間」「休息時間」「連続運転時間」「最大

運転時間」の順で多く指摘されています。 

重大または悪質な労働基準関係法令違反による送

検件数は 60 件となっており、前年より 8 件増えてい

ます。すべての業種でもすべて前年より送検件数が増

加しており、特にトラックは上昇傾向が続いています。 

 

◆省庁間の連携による監督指導・合同監督 

以前から、労働基準監督機関と地方運輸機関が、臨

検監督等の結果（改善基準告示違反等）を相互に通報

する取組みが行われています。労働基準監督機関から

地方運輸機関への通報件数は、前年より増え 867 件と

なっています。「労基署の監督だから大丈夫」という

ような考えは、もはや通用しないでしょう。 

また、平成 28 年は、ツアーバスを運行する貸切バ

ス事業場に対する緊急の集中監督指導が行われたた

め、労働基準監督機関と地方運輸機関による合同監

督・監査が行われたバス事業場は 130 に上りました

（平成 27 年は 17 事業場）。 

社会的に注目される事件・事故を契機に、行政の対

応が強化されます。 

 

◆健康面の取組みが重要 

近年、「健康経営」という言葉もあるように、従業

員の健康について社会的な関心が高まっていますし、

ドライバーに対する健康診断等も監督・監査での指摘

事項に多く上がっています。 

人手不足の状況の中、ドライバーが健康を害するこ

とはさらなる人手不足を招きますので、「健康」を中

心にした労務管理を考える必要がありそうです。 

 

 

 
 

◆監督指導結果の発表 

厚生労働省は、時間外労働等に対する割増賃金を支

払っていない企業に対して労働基準法違反で是正指

導した結果（平成 28 年度分）を取りまとめ、公表し

ました。 

全国の労働基準監督署が、賃金不払残業に関する労

働者からの申告や各種情報に基づき企業への監督指

導を行った結果、平成 28 年 4 月から平成 29 年 3 月ま

での間に不払いだった割増賃金が支払われたものの

うち、その支払額が 1 企業で合計 100 万円以上となっ

た事案を取りまとめています。 

 

◆平成 28 年度の是正結果のポイント 

(1) 是正企業数：1,349 企業（前年度比 1 企業増） 

…うち、1,000 万円以上の割増賃金を支払ったのは、

184 企業 

(2) 支払われた割増賃金合計額：127 億 2,327 万円（同

27 億 2,904 万円増） 

(3）対象労働者数 ：9 万 7,978 人 （同 5,266 人増） 

(4）支払われた割増賃金の平均額は、1 企業当たり 943

万円、労働者 1 人当たり 13 万円  

 

◆遡及支払金額別の詳細 

(1) 100 万円以上の割増賃金の遡及支払状況 

業種別でみると、「商業」が 304 件で最も多く、次

いで「製造業」の 267 件が続いています。 

業種別の労働者数でみると、「製造業」の 19,447 人

が最も多く、次に「保険衛生業」の 17,103 人となっ

ています。 

(2) 1,000 万円以上の割増賃金の遡及支払状況 

業種別でみると、「製造業」と「商業」がともに 34

件、「保険衛生業」が23件で全体の半分を占めており、

対象労働者数は、「商業」9,563 人、「製造業」7,617

人となっています。 

 

◆今後の取組み 

今後も、厚生労働省による賃金不払残業の解消に向

けての取組みや、労働基準監督署による指導は強化さ

れていきますので、企業としても今まで以上に徹底し

た労務管理が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

監督指導による賃金不払い残業の是

正結果（平成 28 年度） 
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